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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注） 「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除した比率であり、「銀行法第14条の２の規定に基づき 
   自己資本比率の基準を定める件」（平成５年３月31日付大蔵省告示第55号）に基づいて算出する連結自己資本比率ではありません。 
   なお、「連結自己資本比率（国内基準）」については、10ページをご参照ください。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 15,722 △7.3 3,853 ― 3,144 ―
21年3月期第1四半期 16,961 ― △4,353 ― △2,841 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 22.04 ―
21年3月期第1四半期 △19.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 2,715,685 120,566 4.2 802.21
21年3月期 2,627,947 107,658 3.9 712.28

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  114,435百万円 21年3月期  101,616百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00
22年3月期 ―
22年3月期 

（予想）
3.00 ― 3.00 6.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

30,300 △8.6 2,000 ― 1,200 ― 8.41

通期 59,700 △7.7 4,300 ― 2,500 ― 17.52
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
［（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。］ 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想については、公表時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって変動する可能性がありま
す。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 144,486,342株 21年3月期  144,486,342株
② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  1,836,099株 21年3月期  1,822,394株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 142,656,691株 21年3月期第1四半期 142,725,221株
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【定性的情報・財務諸表等 】 

1. 連結経営成績に関する定性的情報 

連結ベースの経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少を主因に資金運用収益が減少

し、さらに預り資産販売手数料の減少により役務取引等収益も減少したため、前第１四半期連結会計

期間対比 12 億 39 百万円減少し、157 億 22 百万円となりました。一方、経常費用は、貸倒引当金繰入

額の減少によりその他経常費用が減少し、さらに預金等利息などの減少により資金調達費用も減少し

たため、前第１四半期連結会計期間対比 94 億 46 百万円減少し、118 億 68 百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前第１四半期連結会計期間対比 82 億６百万円増加し、38 億 53 百万円とな

りました。四半期純利益は、貸倒引当金戻入益による特別利益の増加により、前第１四半期連結会計

期間対比 59 億 85 百万円増加し、31 億 44 百万円となりました。 

2. 連結財政状態に関する定性的情報 

預金及び譲渡性預金の合計残高は、個人預金や地公体預金が増加したこと等により、前連結会計年

度末対比 1,220 億円増加し、２兆 4,911 億円となりました。 

貸出金残高は、事業性貸出が減少したことから、前連結会計年度末対比 104 億円減少し、１兆 6,494

億円となりました。 

有価証券残高は、前連結会計年度末対比 303 億円増加し、7,824 億円となりました。 

3. 連結業績予想に関する定性的情報 

当第１四半期の連結経営成績は、貸倒引当金戻入益の計上により、平成 22 年３月期の業績予想を上

回りました。しかしながら、経済情勢が依然として厳しいことを踏まえ、現在作業中である自己査定

の結果による貸倒引当金の増加や、バルクセール等による債権売却損の発生等による与信費用の増加

を考慮し、平成 21 年５月 13 日公表の業績予想から変更しておりません。 

4. その他 

（１） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動）  

該当事項はありません。 

（２） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

① 簡便な会計処理 

イ． 減価償却費の算定方法 

定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する

方法により算定しております。 

ロ． 貸倒引当金の計上方法 

「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当て

ている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成 21 年３月期の予想損失率

をもとに合理的に見直した後の予想損失率を適用して計上しております。 

ハ． 税金費用の計算 

法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税額の算

出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

ニ． 繰延税金資産の回収可能性の判断 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前連結会計年度末の検討状況において使

用した将来の業績予測の結果に、前連結会計年度末からの変動が大きいと認められる一時差異

を加味して判定しております。 

② 四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

イ． 税金費用の処理 

連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

ることにより算定しております。 

（３） 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

該当事項はありません。 

 

（3）

㈱大分銀行（8392）平成22年３月期　第１四半期決算短信



５．【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 39,151 38,654

コールローン及び買入手形 102,440 82,000

債券貸借取引支払保証金 61,429 －

買入金銭債権 4,565 4,987

商品有価証券 137 181

金銭の信託 4,792 6,114

有価証券 782,429 752,119

貸出金 1,649,410 1,659,841

外国為替 4,287 4,344

リース債権及びリース投資資産 16,273 16,453

その他資産 23,302 24,741

有形固定資産 40,538 40,645

無形固定資産 3,746 4,085

繰延税金資産 15,740 20,676

支払承諾見返 24,316 31,342

貸倒引当金 △56,877 △58,241

資産の部合計 2,715,685 2,627,947

負債の部   

預金 2,357,380 2,273,230

譲渡性預金 133,811 95,946

コールマネー及び売渡手形 25,442 62,415

借用金 15,414 16,451

外国為替 99 26

その他負債 19,172 20,356

賞与引当金 189 1,049

役員賞与引当金 12 50

退職給付引当金 9,969 9,996

役員退職慰労引当金 437 502

睡眠預金払戻損失引当金 500 543

再評価に係る繰延税金負債 8,294 8,294

負ののれん 78 82

支払承諾 24,316 31,342

負債の部合計 2,595,119 2,520,288
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 5,983 5,983

利益剰余金 77,871 75,154

自己株式 △980 △973

株主資本合計 97,874 95,164

その他有価証券評価差額金 6,728 △3,283

繰延ヘッジ損益 △511 △608

土地再評価差額金 10,343 10,343

評価・換算差額等合計 16,561 6,451

少数株主持分 6,130 6,041

純資産の部合計 120,566 107,658

負債及び純資産の部合計 2,715,685 2,627,947
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(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

経常収益 16,961 15,722

資金運用収益 12,004 11,082

（うち貸出金利息） 8,484 8,086

（うち有価証券利息配当金） 3,372 2,957

役務取引等収益 2,106 1,953

その他業務収益 2,369 2,154

その他経常収益 481 532

経常費用 21,314 11,868

資金調達費用 2,007 1,325

（うち預金利息） 1,377 949

役務取引等費用 410 588

その他業務費用 2,226 1,769

営業経費 7,861 7,596

その他経常費用 8,808 588

経常利益又は経常損失（△） △4,353 3,853

特別利益 0 1,310

貸倒引当金戻入益 － 1,309

償却債権取立益 0 0

特別損失 10 3

固定資産処分損 10 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,363 5,160

法人税、住民税及び事業税 1,474 943

法人税等調整額 △3,151 995

法人税等合計  1,939

少数株主利益 155 76

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,841 3,144
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（３） 継続企業の前提に関する注記 

 

当第１四半期連結累計会計期間（自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年６月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

（４） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

当第１四半期連結会計期間（自 平成 21 年４月１日  至 平成 21 年６月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

 

 

以 上 
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平成 22 年３月期第１四半期決算 説明資料 
 

１．損益状況【単体】 

（１）業務純益 3,784 百万円 

業務純益は、一般貸倒引当金繰入額の減少により、前第１四半期対比 28 億 97 百万円増加し、37

億 84 百万円となりました。 

業務純益（一般貸倒繰入前）では、業務粗利益は減少したものの、経費削減に努めた結果、前第

１四半期と同水準となりました。 

（２）業務粗利益 10,774 百万円 

業務粗利益は、役務取引等利益の減少を主因に、前第１四半期対比３億 10 百万円減少し、107

億 74 百万円となりました。これは第２四半期公表値 201 億円の 54％となり、計画通りに推移して

います。 

（３）第１四半期純利益 3,081 百万円 

当第１四半期純利益は、貸倒引当金戻入益による特別利益の増加により、前第１四半期対比 60

億 20 百万円増加し、30 億 81 百万円となりました。 

しかし、経済情勢は依然として厳しく、今後の与信費用の発生等を考慮した結果、現時点では業

績予想の変更はありません。 
（単位：百万円） 

    

  

平成 22 年３月期

第１四半期 

（Ａ） 
比較 

（Ａ）－（Ｂ）

平成 21 年３月期 

第１四半期 

（Ｂ） 
 

平成 22 年３月期

第 2 四半期公表値

（参考） 

業 務 粗 利 益 10,774 △310 11,084  20,100 

（除く国債等債券関係損益（５勘定尻）） (10,774) (△310) (    11,084)   

 資 金 利 益 9,590 △220 9,810   

 役 務 取 引 等 利 益 1,174 △317 1,491   

 そ の 他 業 務 利 益 9 226 △217   

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 6,989 △359 7,348  14,900 

 人 件 費 3,070 △445 3,515   

 物 件 費 3,356 106 3,250   

 税 金 562 △20 582   

業務純益（一般貸倒繰入前） 3,784 49 3,735  5,200 

 除く国債等債券関係損益（５勘定尻） 3,784 49 3,735   

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― △2,848 2,848  ― 

業 務 純 益 3,784 2,897 887  5,200 

 うち国債等債券関係損益（５勘定尻） ― ― ―   

臨 時 損 益 △272 5,397 △5,669   

 ② 不 良 債 権 処 理 額 ― △5,579 5,579  2,500 

 （貸倒償却引当費用①＋②） ― △8,428 8,428  2,500 

 株 式 等 関 係 損 益 △48 14 △62   

 そ の 他 臨 時 損 益 △224 △197 △27   

経 常 利 益 

（ △ は 経 常 損 失 ） 
3,509 8,295 △4,786  1,700 

特 別 損 益 1,377 1,387 △10   

 う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 △3 7 △10   

 う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,380 1,380 ―   

税 引 前 四 半 期 純 利 益 

（△は税引前四半期純損失） 
4,887 9,684 △4,797   

四 半 期 純 利 益 

（ △ は 四 半 期 純 損 失 ） 
3,081 6,020 △2,939  1,100 
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２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（連結） 
(単位：億円)   (参考)           (単位：億円) 

               平成21年６月末 平成20年６月末 平成21年３月末（実績）

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

２８１ ２３３ ２８０ 

危険債権 ５６２ ２９１ ５６５ 

要管理債権 ８８ １８８ １２２ 

計 ９３２ ７１３ ９６８ 

  

総与信額 １７，２３０ １６，７５６ １７，４０４ 

総与信に占める開示額の割合
（不良債権比率） 

５．４１％ ４．２６％ ５．５６％ 

（注）上記の四半期末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリ

ーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき連結会計年度末または中間連結会計期間末に開示する

計数とは異なるため、計数は連続しておりません。 

 

（１）「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」 

①開示区分 

連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半期

中に倒産、不渡り及び廃業等の客観的な事実ならびに行内格付の変更等があった債務者について、

当行及び連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行なっております。 

   ②開示金額 

       各四半期末時点における残高をベースとしております。 

 

（２）「要管理債権」 

   ①開示区分 

連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半

期中に正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち、新たに３ヵ月以上延滞となった債権、貸

出条件を緩和したことを確認している債権等について、当行及び連結子会社の定める自己査定基

準に基づき債務者区分の見直しを行っております。 

   ②開示金額 

      各四半期末時点における残高をベースとしております。 

 

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 
危険債権（破綻懸念先の債権） 
要管理債権（要注意先のうち、利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は貸

出条件を緩和している債権） 
 

（参考）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体） 
(単位：億円)   (参考)           (単位：億円) 

 平成21年６月末 平成20年６月末 平成21年３月末（実績）

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

２６１ ２１４ ２６０ 

危険債権 ５４７ ２８９ ５５２ 

要管理債権 ８４ １８５ １１７ 

計 ８９３ ６８９ ９３０ 

 

総与信額 １６，９６０ １６，６６８ １７，１２９ 

総与信に占める開示額の割合
（不良債権比率） 

５．２６％ ４．１３％ ５．４３％ 
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３．自己資本比率（国内基準） 

 

                                                      (参考) 

 平成21年６月末（速報値） 平成20年６月末 平成21年３月末（実績）

連結自己資本比率 ９．５２％ １０．４０％ ９．１９％ 

連結Ｔｉｅｒｌ比率 ８．３８％ ９．３１％ ８．０６％ 

 

 平成21年６月末（速報値） 平成20年６月末 平成21年３月末（実績）

単体自己資本比率 ９．０２％ １０．０４％ ８．７１％ 

単体Ｔｉｅｒｌ比率 ７．７５％ ８．８０％ ７．４４％ 

 

 

４．時価のある有価証券の評価差額（連結） 

○ 評価差額 
(単位：億円)   (参考)                   (単位：億円) 

 平成21年６月末 平成20年６月末 平成21年３月末（実績） 

 時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

       うち益 うち損   うち益 うち損   うち益 うち損

その他有価証券 7,635 105 195 90 7,531 208 302 93 7,331 △33 119 153

 株式 442 87 110 22 644 257 271 13 381 20 60 40

 債券 5,817 51 75 24 5,638 △29 18 48 5,666 12 50 38

 その他 1,375 △33 9 43 1,248 △19 12 31 1,282 △65 8 74

（注）１．「評価差額」および「含み損益」は、帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上しております。なお、「金融資産

の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）に基づき、従来の時価の算定方法を

変更したものはありません。 

２．時価のある有価証券の評価方法は、洗替え法を採用しております。 

３．なお、満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。 

 

(単位：億円)   (参考)                   (単位：億円) 

 平成21年６月末 平成20年６月末 平成21年３月末（実績） 

 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 
   うち益 うち損   うち益 うち損   うち益 うち損

満期保有目的の 
債券 

31 0 0 ― 79 0 0 0
 

31 0 0 ―
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５．デリバティブ取引（連結） 

 
（１） 金利関連取引（平成21年６月30日現在）                                     

該当ありません。 

 

（２） 通貨関連取引 

       (単位：億円)     (参考)               (単位：億円) 

平成21年６月末 平成20年６月末 平成21年３月末（実績） 区
分 

種 類 
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨先物 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
金
融
商
品
取
引
所

通貨オプション ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通貨スワップ 76 12 12 212 16 16 117 19 19

為替予約 343 △3 △3 387 △5 △5 252 △13 △13

通貨オプション ― ― ― ― ― ― ― ― ―

店  

頭 

その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

  

合計  8 8  11 11  5 5

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

（３） 株式関連取引（平成21年６月30日現在） 

該当ありません。 

 
（４） 債券関連取引（平成21年６月30日現在） 

該当ありません。 

 

（５） 商品関連取引（平成21年６月30日現在） 

該当ありません。 

 

（６） クレジットデリバティブ取引（平成21年６月30日現在） 

該当ありません。 
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６．預金等・貸出金の残高（単体） 

（1）預金等（末残） 

（単位：億円、％）   （参考）             （単位：億円） 

平成21年６月末  

 20年６月末比 

（増減率） 

21年３月末比 

（増減率） 

20年６月末 21年３月末 

561 1,214 
預金等 24,964 

（2.3） （5.1）
24,403 23,750 

△26 126 
うち法人預金等 5,593 

（△0.5） （2.3）
5,619 5,467 

307 418 
うち個人預金等 16,274 

（1.9） （2.6）
15,967 15,856 

615 1,457 

 

うち大分県内 23,765 
（2.7） （6.5）

23,150 22,308 

 (注)預金等＝総預金＋譲渡性預金 

 

（2）貸出金（末残） 

（単位：億円、％）   （参考）           （単位：億円、％） 

平成21年６月末  

 20年６月末比 

（増減率） 

21年３月末比 

（増減率） 

20年６月末 21年３月末 

291 △100 
貸出金 16,578 

（1.8） (△0.6）
16,287 16,678 

△28 △97 
うち中小企業等貸出残高 10,566 

（△0.3） (△0.9）
10,594 10,663 

  中小企業等貸出比率 63.7 △1.3 △0.2 65.0 63.9 

74 △6 
うち個人ローン 4,116 

（1.8） (△0.1）
4,042 4,122 

276 △95 

 

うち大分県内 12,582 
（2.2） (△0.7）

12,306 12,677 

（注） 中小企業等とは、資本金が3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社、または常用する従業員が300人

（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下の会社および個人であります。 

 

 

７．預り資産残高（公共債、投資信託、保険商品等）（単体） 

（単位：億円、％）   （参考）             （単位：億円）   

平成21年６月末  

 20年６月末比 

（増減率） 

21年３月末比 

（増減率） 

20年６月末 21年３月末 

△176 58 
投資信託残高 620 

（△22.1） （10.3）
796 562 

139 34 
生保商品残高 1,183 

（13.3） （3.0）
1,044 1,149 

14 4 
外貨預金残高 86 

（19.4） （4.9）
72 82 

△92 17 
公共債残高 1,844 

（△4.8） （0.9）
1,936 1,827 

△115 113 
預り資産残高 3,733 

（△3.0） （3.1）
3,848 3,620 

 

 

以 上 
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